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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の経営指標等の推移については記載しており

ません。 

      ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。  

  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。  

第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第46期 

第２四半期連結
累計期間 

第47期 
第２四半期連結

累計期間 
第46期     

会計期間 

自平成24年 
２月１日 

至平成24年 
７月31日 

自平成25年 
２月１日 

至平成25年 
７月31日 

自平成24年 
２月１日 

至平成25年 
１月31日 

  
  
  
  

 
 
 
 

売上高 （百万円）  130,117  156,167  278,662  

経常利益 （百万円）  10,703  15,207  24,940  

四半期（当期）純利益 （百万円）  7,325  10,059  16,182  

四半期包括利益又は包

括利益 
（百万円）  7,333  10,150  16,196  

純資産額 （百万円）  63,581  80,586  71,579  

総資産額 （百万円）  164,983  235,493  185,813  

１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
（円）  256.46  352.19  566.57  

潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純

利益金額 

（円）  －  －  －  

自己資本比率 （％）  38.54  34.06  38.37  

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △14,343  △34,637  △29,125  

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  842  △343  586  

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  12,758  34,686  22,232  

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高 
（百万円）  25,699  19,840  20,135  

回次 
第46期 

第２四半期連結
会計期間 

第47期 
第２四半期連結

会計期間 
      

会計期間 

自平成24年 
５月１日 

至平成24年 
７月31日 

自平成25年 
５月１日 

至平成25年 
７月31日 

 
 
 
 

  
  
  
  

 
 
 
 

１株当たり四半期純利

益金額 
（円）  132.23  206.50  

２【事業の内容】 
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 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

   

  

平成24年12月25日、当社、株式会社飯田産業（所在地：東京都武蔵野市、社長：兼井 雅史、以下「飯田産

業」）、株式会社東栄住宅（所在地：東京都西東京市、社長：西野 弘、以下「東栄住宅」）、タクトホーム株式会

社（所在地：東京都西東京市、社長：山本 重穂、以下「タクトホーム」）、株式会社アーネストワン（所在地：東

京都西東京市、社長：松林 重行、以下「アーネストワン」）及びアイディホーム株式会社（所在地：東京都西東京

市、社長：久林 欣也、以下「アイディホーム」）の６社は、共同株式移転（以下「本株式移転」という。）の方法

により共同持株会社を設立し、経営統合（以下「本経営統合」という。）を行うことについての基本合意に達し、同

日基本合意書を締結のうえ、６社で統合に向けての協議を進めてまいりました。 

平成25年６月27日、６社はそれぞれの取締役会の決議に基づき、主要事項について合意し、統合契約書を締結する

とともに、株式移転計画書を共同で作成いたしました。 

なお、本件につきましては、平成25年８月30日開催の当社臨時株主総会において承認を受けております。 

本株式移転の概要は下記のとおりであります。  

  

１．本株式移転による経営統合の目的等 

（１）本経営統合の背景 

各社はこれまで、「高品質な住宅をより低価格で提供する」という共通する理念に基づいて、お客様に新築一

戸建住宅を中心に提供してまいりました。しかしながら、将来的な人口・世帯数の減少による中長期的な住宅市

場の縮小、他業界からの戸建分譲市場への新規参入等により競争が激化する事業環境下において、これまで以上

にお客様の期待に応え満足して頂く商品・サービスを提供し続けるには、個々の会社ごとの経営努力だけでは限

界があり、各社の経営資源・ノウハウを結集させ、新築住宅の分譲事業だけでなく、新しい顧客価値の創造、更

には海外市場への展開を行い、新たな収益源を確保することが不可欠であると認識しております。 

このような背景から、環境変化を事業機会として取り込むためには、将来的に総合不動産住宅メーカーとして

グローバル市場に展開していくという共通のビジョンを持つ６社が経営統合し、強固な経営基盤を構築すること

が不可欠であると判断しました。 

また、持株会社の傘下で統一的な基本戦略を取りながらも、これまで築き上げてきた各社の独自のノウハウを

活かし、互いの自主性を尊重した経営を行っていくことで最大のシナジー効果を得られると判断し、共同株式移

転の方法により共同持株会社を設立することといたしました。  

  

（２）本経営統合の目的 

本経営統合により、これまで以上により多くの人々が幸せに暮らせる住環境を創造し、豊かな社会作りに貢献

してまいります。すなわち、雇用不安が拡大し、個人所得が伸び悩む厳しい経済環境下においても、我々がコス

ト努力を率先して進めることにより、不動産業界全体のコスト低減をリードし、ひいてはお客様が良質な住宅を

求めやすい価格で手に入れることができるような環境を実現することを目的としております。 

  

２．本株式移転の要旨 

関係当局による承認等を前提に、下記の内容に沿って経営統合の実現を目指します。  

（１）本株式移転のスケジュール 

 上記は現時点での予定であり、経営統合の承認手続きの進行その他の事由により、必要な場合には、６社で協議

し合意のうえで変更することがあります。  

  

第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

経営統合に関する基本合意書締結 平成24年12月25日 

統合契約書締結・株式移転計画書作成、６社取締役会決議  平成25年６月27日 

統合承認定時株主総会(飯田産業) 平成25年７月30日 

統合承認臨時株主総会(アイディホーム) 平成25年８月８日 

統合承認定時株主総会(タクトホーム) 平成25年８月23日 

統合承認臨時株主総会(当社、東栄住宅、アーネストワン) 平成25年８月30日 

６社の株式の上場廃止日 平成25年10月29日(予定) 

統合予定日(共同持株会社設立登記日) 平成25年11月１日(予定) 

共同持株会社株式新規上場日 平成25年11月１日(予定) 
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（２）本株式移転の方法 

当社、飯田産業、東栄住宅、タクトホーム、アーネストワン及びアイディホームを完全子会社、持株会社を完全

親会社とする共同株式移転となります。 

  

（３）本株式移転比率  

（注１）本株式移転に係る株式の割当ての詳細 

１. 当社の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式3.14株を割当て交付いたします。 

２. 飯田産業の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式１株を割当て交付いたします。 

３. 東栄住宅の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式1.16株を割当て交付いたします。 

４. タクトホームの普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式108株を割当て交付いたします。 

５. アーネストワンの普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式1.16株を割当て交付いたします。 

６. アイディホームの普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式2.62株を割当て交付いたします。 

但し、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、６社協議のうえ、変更す

ることがあります。 

（注２）共同持株会社の単元株式数は100株とします。 

（注３）共同持株会社が交付する新株式数 (予定) 

普通株式：294,151,996株 

上記は、平成25年６月11日に各社が公表した自己株式の消却実施直後の発行済株式総数、当社28,562,130株、飯

田産業59,479,534株、東栄住宅26,958,535株、タクトホーム231,892株、アーネストワン65,687,321株及びアイディ

ホーム4,761,010株に基づいて算出しておりますので、変動することがあります。  

（注４）単元未満株式の取り扱いについて 

本株式移転により、１単元(100 株）未満の共同持株会社の株式（以下「単元未満株式」という。）の割当てを受

ける６社の株主の皆様につきましては、その保有する単元未満株式を東京証券取引所その他の金融商品取引所にお

いて売却することはできません。そのような単元未満株式を保有することとなる株主の皆様は、会社法第192条第１

項の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式を買い取ることを請求することが可能で

す。  

  

（４）本株式移転比率の算定根拠等 

 ① 算定の基礎 

   ６社は、本株式移転の株式移転比率の算定にあたって公正性・妥当性を確保するため、それぞれが独立した財

務アドバイザーに株式移転比率に関する財務分析を依頼し、当社は、株式会社パートナーズ・コンサルティング

（以下「パートナーズ・コンサルティング」）を、飯田産業は、株式会社プルータス・コンサルティング（以下

「プルータス・コンサルティング」）を、東栄住宅は、山田FAS株式会社（以下「山田FAS」）を、タクトホーム

は、株式会社AGSコンサルティング（以下「AGSコンサルティング」）を、アーネストワンは、ベネディ・コンサ

ルティング株式会社（以下「ベネディ・コンサルティング」）を、アイディホームは東海東京証券株式会社(以

下「東海東京証券」）を起用いたしました。 

  なお、東栄住宅が、それぞれの財務アドバイザーに対して提出したディスカウンテッド・キャッシュ・フロー

法（以下、「DCF法」）による分析の基礎となる将来の利益計画には、対前年度比較において大幅な増益となる

事業年度が含まれております。これは、主力マーケットである首都圏以外への新規エリア展開による販売棟数の

大幅な増加を見込んでいるためです。 

  当社、飯田産業、タクトホーム、アーネストワン及びアイディホームがそれぞれの財務アドバイザーに対して

提出したDCF法による分析の基礎となる将来の利益計画においては、大幅な増減益を見込んでおりません。  

  

会社名 当社 飯田産業  東栄住宅  タクトホーム 
アーネスト 

ワン 

アイディ 

ホーム 

株式移転 

比率 
3.14 1.00 1.16 108 1.16 2.62 
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 ②算定の経緯 

  当社はパートナーズ・コンサルティングによる株式移転比率に関する財務分析の結果を参考に、飯田産業はプ

ルータス・コンサルティングによる株式移転比率に関する財務分析の結果を参考に、東栄住宅は山田FASによる株

式移転比率に関する財務分析の結果を参考に、タクトホームはAGSコンサルティングによる株式移転比率に関する

財務分析の結果を参考に、アーネストワンはベネディ・コンサルティングによる株式移転比率に関する財務分析

の結果を参考に、アイディホームは東海東京証券による株式移転比率に関する財務分析の結果を参考に、それぞ

れ各６社の財務の状況、資産の状況、将来の事業・業績見通し並びに本取引により期待される戦略上、財務上及

び事業運営上のメリット等の要因を総合的に勘案し、６社で株式移転比率について慎重に交渉・協議を重ねた結

果、平成25年６月27日、最終的に前記２．（３）記載の株式移転比率が妥当であるとの判断に至り、合意・決定

いたしました。 

  

 ③財務アドバイザーとの関係 

  当社の財務アドバイザーであるパートナーズ・コンサルティング、飯田産業の財務アドバイザーであるプルー

タス・コンサルティング、東栄住宅の財務アドバイザーである山田FAS、タクトホームの財務アドバイザーである

AGSコンサルティング、アーネストワンの財務アドバイザーであるベネディ・コンサルティング、アイディホーム

の財務アドバイザーである東海東京証券は、それぞれ当社、飯田産業、東栄住宅、タクトホーム、アーネストワ

ン及びアイディホームの関連当事者には該当せず、本株式移転に関して記載すべき重要な利害関係を有しませ

ん。 

  

 ④上場廃止となる見込み及びその事由 

  本株式移転に伴い、当社、飯田産業、東栄住宅、タクトホーム、アーネストワン及びアイディホームは平成25

年10月29日をもって、東京証券取引所の上場廃止基準により上場廃止となる予定です。  

  

 ⑤公正性を担保するための措置 

  当社は、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、パートナー

ズ・コンサルティングから、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率が当社の株主にとって

財務的見地から妥当または公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得しています。 

  飯田産業は、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、プルータ

ス・コンサルティングから、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率が飯田産業の株主にと

って財務的見地から妥当または公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得していま

す。 

  東栄住宅は、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、山田FASか

ら、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率が東栄住宅の株主にとって財務的見地から妥当

または公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得しています。 

  タクトホームは、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、AGSコ

ンサルティングから、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率がタクトホームの株主にとっ

て財務的見地から妥当または公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得していま

す。 

  アーネストワンは、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、ベ

ネディ・コンサルティングから、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率がアーネストワン

の株主にとって財務的見地から公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得していま

す。 

  アイディホームは、上述の株式移転比率に関する財務分析の結果の受領に加え、平成25年６月26日付にて、東

海東京証券から、それぞれ一定の前提条件のもとに、合意された株式移転比率がアイディホームの株主にとって

財務的見地から妥当または公正である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得しています。 

  

 ⑥利益相反を回避するための措置 

  本経営統合にあたって、当社、飯田産業、東栄住宅、タクトホーム、アーネストワン及びアイディホームは、

いずれもそれぞれの会社の支配株主には該当せず、また、各社間での役職員の兼任もありません。したがって、

特段の利益相反関係は生じないことから、特別な措置は講じておりません。 

  

（５）持株会社設立前の基準日に基づく６社の配当  

  当社は、中間決算期末(平成25年７月31日)を基準日とする１株当たり60円の中間配当を行うことを予定してお

ります。また、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり30円を限度として行うことを予定しておりま

す。 

  飯田産業は、中間決算期末(平成25年10月31日)を基準日とする１株当たり16円の中間配当を行うことを予定し

3268/E07837/一建設/2014年
－5－



ております。 

東栄住宅は、中間決算期末(平成25年７月31日)を基準日とする１株当たり20円の中間配当を行うことを予定し

ております。また、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり10円を限度として行うことを予定してお

ります。 

タクトホームは、平成25年10月31日を基準日とする配当を1株当たり1,875円を限度として行うことを予定して

おります。 

アーネストワンは、中間決算期末(平成25年９月30日)を基準日とする１株当たり22円の中間配当を行うことを

予定しております。また、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり４円を限度として行うことを予定

しております。 

アイディホームは、中間決算期末(平成25年６月30日)を基準日とする１株当たり66円の中間配当を行いまし

た。また、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり44円を限度として行うことを予定しております。 

なお、平成25年10月31日を基準日とする配当は、共同持株会社の成立日の前日時点の株主の皆様に対して、各

社の10月31日より前の直近の配当基準日から10月31日までのご支援に応えるために行うものです。 

  

３．本株式移転により新たに設立する会社の概要 

（１） 商号 
飯田グループホールディングス株式会社 

(英文表示 : Iida Group Holdings Co., Ltd.) 

（２） 事業内容 
戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業及びこれらに関連する事業を行

う子会社及びグループ会社の経営管理並びにこれらに附帯する業務 

（３） 本店所在地 東京都西東京市北原町三丁目2番22号 

（４） 
代表者及び役員の 

就任予定 

代表取締役会長 

代表取締役副会長 

代表取締役社長 

取締役副会長 

取締役相談役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

監査役 

監査役 

監査役(社外) 

監査役(社外) 

飯田 一男 

森 和彦 

西河 洋一 

佐々野 俊彦 

山本 重穂 

久林 欣也 

堀口 忠美 

兼井 雅史 

西野 弘 

松林 重行 

中辻 満壽雄 

青柳 秀樹 

佐藤 和広 

石丸 郁子  

宮尾 建夫  

佐々木 延行 

林 千春 

(現 当社代表取締役会長) 

(現 飯田産業代表取締役会長) 

(現 アーネストワン代表取締役会長) 

(現 東栄住宅相談役) 

(現 タクトホーム代表取締役会長) 

(現 アイディホーム代表取締役社長) 

(現 当社代表取締役社長) 

(現 飯田産業代表取締役社長) 

(現 東栄住宅代表取締役社長兼社長執行役員)

(現 アーネストワン代表取締役社長) 

(現 タクトホーム取締役副社長) 

(現 当社常務取締役) 

(現 アーネストワン専務取締役) 

(現 飯田産業常勤監査役) 

(現 アーネストワン常勤監査役) 

(現 株式会社キャム非常勤監査役) 

(現 当社非常勤監査役) 

（５） 資 本 金 100億円 

（６） 資本準備金 25億円 

（７） 純資産(連結) 未定 

（８） 総資産(連結) 未定 

（９） 決算期 ３月31日 

（10） 上場証券取引所 東京証券取引所 

（11） 会計監査人 新日本有限責任監査法人 

（12） 株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社 
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成25年９月12日）現在において当社グループが判断したも

のであります。 

  

（１）業績の状況 

当第２四半期連結累計期間（平成25年２月１日～平成25年７月31日）におけるわが国経済は、輸出環境の持ち直

しや各種政策の効果を背景に、企業収益は回復傾向にあるものの、引き続き雇用や所得環境、海外経済の動向に留

意する必要があります。 

不動産業界におきましては、住宅取得優遇策や低金利の住宅ローンの後押し等により、住宅着工棟数は堅調に推

移しておりますが、依然として低価格帯の物件を中心に他社との競争が厳しい環境にあります。 

このような情勢の中、当社グループにおきましては、徹底した原価管理と品質向上に努め、より多くのお客様に

高品質の住宅を低価格で供給することに注力してまいりました。 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は 百万円（前年同期比20.0％増）、営業利益は

百万円（前年同期比43.8％増）、経常利益は 百万円（前年同期比42.1％増）、四半期純利益は

百万円（前年同期比37.3％増）となりました。  

 セグメント別販売実績は、次のとおりになります。 

  

      

（２）財政状態の状況 

（資産） 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比べ 百万円増加し、 百

万円となりました。これは不動産市況の改善を想定し、積極的に事業用地の取得を行ったことにより、たな卸資

産が 百万円増加したことが主因であります。 

（負債） 

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比べ 百万円増加し、 百

万円となりました。これは事業用地の取得に伴う借入金が 百万円増加したことが主因であります。 

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比べ 百万円増加し、 百万円

となりました。これは四半期純利益を 百万円計上し、一方で配当金を 百万円支払ったことによるも

のであります。 

    

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

156,167

15,844 15,207 10,059

 セグメントの名称 金額 前年同期比 内容  

戸建分譲事業  百万円111,683 ％22.0
建売分譲 棟 百万円、土地分譲 区

画 百万円  

4,107 108,621 112

3,062

マンション分譲事業 百万円17,158 ％△8.0 マンション分譲 戸 550

請負工事事業 百万円26,563 ％37.8

規格型注文住宅 棟 百万円、分譲住宅の販

売に伴う追加工事及びオプション工事 件 

百万円、子会社による売上高 百万円 

240 2,822

2,781 805

22,935

その他 百万円762 ％14.8
分譲住宅販売時に付随して発生するサービスの提

供等 

49,679 235,493

49,795

40,672 154,906

35,837

9,007 80,586

10,059 1,142
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（３）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、 百万円

となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前四半期純利益 百万円及び仕入債務の増加 百万円等による資金を獲得しましたが、事業

用地を積極的に取得したことによるたな卸資産の増加 百万円及び法人税等の支払 百万円等により、営

業活動で使用した資金は 百万円（前年同期比141.5％増）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

国債等の投資有価証券の取得による支出 百万円、新店舗開設による建物等の有形固定資産の取得による純支

出 百万円等により、投資活動で使用した資金は 百万円（前年同期は 百万円の資金の獲得）となりまし

た。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

前事業年度に係る配当金の支払 百万円を行い、また一方、借入金の純増 百万円等により、財務活動

で獲得した資金は 百万円（前年同期比171.9％増）となりました。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（５）研究開発活動 

 該当事項はありません。  

  

（６）従業員数 

 当第２四半期連結累計期間において、従業員数の著しい変動はありません。 

  

（７）生産、受注及び販売の実績 

  当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。 

19,840

15,255 4,110

49,665 5,477

34,637

159

130 343 842

1,142 35,837

34,686
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 , 

 該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 (注）自己株式の消却による減少であります。 

第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  102,249,100

計  102,249,100

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成25年７月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成25年９月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  28,562,130  28,562,130

東京証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社の標

準となる株式であり

ます。 

なお、１単元の株式

数は100株でありま

す。 

計  28,562,130  28,562,130 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成25年６月14日  △150  28,562,130  －  3,298  －  3,208
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（６）【大株主の状況】 

    平成25年７月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

有限会社樹商事  東京都西東京市柳沢1-6-3  10,800,000  37.81

飯田 一樹  東京都杉並区   1,400,000  4.90

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サービス信

託銀行株式会社）  

東京都千代田区内幸町1-1-5  

（東京都中央区晴海1-8-12） 

  

 

 

 

1,200,000  4.20

株式会社飯田産業  東京都武蔵野市境2-2-2  1,200,000  4.20

ノーザントラスト カンパニー（エ

イブイエフシー）サブアカウント 

ブリテイツシユクライアント 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店）  

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 
5NT, UNITED KINGDOM 
  
   

（東京都中央区日本橋3-11-1）  

  

 

 

 

 

 

951,500  3.33

飯田 和美  東京都杉並区  856,000  3.00

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3   841,400  2.95

小泉 公善  東京都立川市  816,500  2.86

飯田 一男 東京都杉並区  578,210  2.02

ステート ストリート バンク ア

ンド トラスト カンパニー 

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店）  

P.O.BOX 351  

BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A 

（東京都中央区日本橋3-11-1）  

  

 

 

 

 

550,500  1.93

計 －  19,194,110  67.20
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

  

   該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】 

  平成25年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  28,559,900  285,599 － 

単元未満株式 普通株式       2,230 － － 

発行済株式総数  28,562,130 － － 

総株主の議決権 －  285,599 － 

  平成25年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年５月１日から平

成25年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年２月１日から平成25年７月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年１月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,759 24,515

販売用不動産 39,354 55,753

仕掛販売用不動産 89,924 118,645

未成工事支出金 13,747 18,423

その他 6,116 ※  6,275

流動資産合計 173,902 223,612

固定資産   

有形固定資産 8,511 8,304

無形固定資産 294 250

投資その他の資産 ※  3,104 ※  3,326

固定資産合計 11,911 11,880

資産合計 185,813 235,493

負債の部   

流動負債   

支払手形 11,854 11,700

支払信託 7,281 7,388

工事未払金 13,959 18,117

短期借入金 50,827 74,791

1年内償還予定の社債 64 64

1年内返済予定の長期借入金 9,346 10,765

未払法人税等 5,549 5,172

賞与引当金 268 316

その他 6,367 7,234

流動負債合計 105,517 135,551

固定負債   

社債 72 40

長期借入金 5,561 16,046

退職給付引当金 1,458 1,541

保証工事引当金 857 936

資産除去債務 548 579

その他 219 211

固定負債合計 8,716 19,355

負債合計 114,234 154,906
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年１月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年７月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,298 3,298

資本剰余金 3,208 3,208

利益剰余金 64,772 73,688

自己株式 △0 －

株主資本合計 71,279 80,195

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 20 21

その他の包括利益累計額合計 20 21

少数株主持分 279 369

純資産合計 71,579 80,586

負債純資産合計 185,813 235,493
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年２月１日 
 至 平成25年７月31日) 

売上高 130,117 156,167

売上原価 107,189 125,251

売上総利益 22,927 30,915

販売費及び一般管理費 ※  11,906 ※  15,070

営業利益 11,021 15,844

営業外収益   

受取利息 8 11

受取違約金 17 25

採納助成金 23 9

その他 45 78

営業外収益合計 94 124

営業外費用   

支払利息 382 663

その他 29 97

営業外費用合計 412 760

経常利益 10,703 15,207

特別利益   

固定資産売却益 20 59

負ののれん発生益 582 －

その他 2 －

特別利益合計 605 59

特別損失   

固定資産除却損 14 11

固定資産売却損 － 0

特別損失合計 14 11

税金等調整前四半期純利益 11,294 15,255

法人税等 3,969 5,105

少数株主損益調整前四半期純利益 7,325 10,149

少数株主利益 0 90

四半期純利益 7,325 10,059
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年２月１日 
 至 平成25年７月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 7,325 10,149

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 8 0

その他の包括利益合計 8 0

四半期包括利益 7,333 10,150

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,333 10,059

少数株主に係る四半期包括利益 0 90
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年２月１日 
 至 平成24年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年２月１日 
 至 平成25年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 11,294 15,255

減価償却費 275 265

負ののれん発生益 △582 －

引当金の増減額（△は減少） △41 201

受取利息及び受取配当金 △8 △11

支払利息及び社債利息 382 663

固定資産売却損益（△は益） △20 △58

固定資産除却損 14 11

たな卸資産の増減額（△は増加） △28,688 △49,665

前渡金の増減額（△は増加） △490 349

未払消費税等の増減額（△は減少） △123 72

その他の流動資産の増減額（△は増加） 164 △827

仕入債務の増減額（△は減少） 6,941 4,110

その他の流動負債の増減額（△は減少） 292 206

前受金の増減額（△は減少） 790 934

その他 △14 1

小計 △9,815 △28,490

利息及び配当金の受取額 20 17

利息の支払額 △397 △687

法人税等の支払額 △4,149 △5,477

営業活動によるキャッシュ・フロー △14,343 △34,637

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金及び定期積金の預入による支出 △3,274 △464

定期預金及び定期積金の払戻による収入 2,724 414

投資有価証券の取得による支出 △56 △159

有形固定資産の取得による支出 △222 △553

有形固定資産の売却による収入 299 422

無形固定資産の取得による支出 △5 △19

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

1,089 －

貸付金の回収による収入 － 29

その他 288 △12

投資活動によるキャッシュ・フロー 842 △343

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 15,679 23,964

長期借入れによる収入 7,407 14,994

長期借入金の返済による支出 △9,095 △3,089

社債の償還による支出 △232 △32

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △0 △8

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △999 △1,142

財務活動によるキャッシュ・フロー 12,758 34,686

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △742 △294

現金及び現金同等物の期首残高 26,441 20,135

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  25,699 ※  19,840
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（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま

す。 

  

※ 資産の金額から直接控除されている貸倒引当金の額 

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

  
前連結会計年度 

（平成25年１月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成25年７月31日） 

流動資産 －百万円 百万円 2

投資その他の資産     214  203

（四半期連結損益計算書関係） 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成24年２月１日 
至  平成24年７月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年２月１日 
至  平成25年７月31日） 

販売手数料 百万円 3,469 百万円 5,898

従業員給与及び手当  2,819  3,073

賞与引当金繰入額  193  226

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成24年２月１日 
至  平成24年７月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年２月１日 
至  平成25年７月31日） 

現金及び預金勘定 百万円 30,323 百万円 24,515

預入期間が３ヶ月を超える定期預金及び定

期積金 
 △4,624  △4,674

現金及び現金同等物  25,699  19,840
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年７月31日） 

１．配当に関する事項 

（１）配当金支払額   

  

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの  

  

  

２．株主資本の金額の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年７月31日） 

１．配当に関する事項 

（１）配当金支払額   

  

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの  

  

  

２．株主資本の金額の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係） 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年３月12日 

取締役会 
普通株式  999  35 平成24年１月31日 平成24年４月25日 利益剰余金 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年９月10日 

取締役会  
普通株式   1,142   40 平成24年７月31日 平成24年10月９日 利益剰余金

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年３月11日 

取締役会 
普通株式  1,142  40 平成25年１月31日 平成25年４月24日 利益剰余金 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
の配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年９月９日 

取締役会  
普通株式   1,713   60 平成25年７月31日 平成25年９月30日 利益剰余金
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年２月１日 至 平成24年７月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲住宅販売時に付随し

て発生するサービスの提供等を含んでおります。 

      ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等によるものであります。  

   ３．セグメント利益は、経常利益と調整しております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（重要な負ののれん発生益） 

 「請負工事事業」セグメントにおいて、城南建設㈱の株式取得による負ののれん発生益が生じております。

なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第２四半期連結累計期間において 百万円でありま

す。  

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年７月31日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲住宅販売時に付随し

て発生するサービスの提供等を含んでおります。 

      ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等によるものであります。  

   ３．セグメント利益は、経常利益と調整しております。 

  

  

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

  
報告セグメント  

その他 

（注）１ 

  

合計 

  

  

調整額 

（注）２ 

四半期 

損益計算書

計上額 

 （注）３

戸建 

分譲事業 

マンション 

分譲事業 

請負工事 

事業  
計 

売上高 

外部顧客への売上高 

 

 91,517

 

 18,652  19,282  129,452  664  130,117

 

  －  130,117

セグメント間の内部

売上高又は振替高  
 －  －  28  28  －  28   △28  －

計  91,517  18,652  19,311  129,481  664  130,145   △28  130,117

セグメント利益   6,666  1,954   1,452   10,073  617   10,691   11  10,703

582

  
報告セグメント  

その他 

（注）１ 

  

合計 

  

  

調整額 

（注）２ 

四半期 

損益計算書

計上額 

 （注）３

戸建 

分譲事業 

マンション 

分譲事業 

請負工事 

事業  
計 

売上高 

外部顧客への売上高 

 

 111,683

 

 17,158  26,563  155,404  762  156,167

 

 －  156,167

セグメント間の内部

売上高又は振替高  
 －  －  9  9  －  9   △9  －

計  111,683  17,158  26,572  155,414  762  156,177   △9  156,167

セグメント利益   11,025  1,207   2,279   14,511  698   15,209   △2  15,207
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

   

 株式移転計画の承認及び決算期の変更の件  

平成25年８月30日開催の臨時株主総会において株式移転計画が承認されました。これは、当社、株式会社飯田

産業、株式会社東栄住宅、タクトホーム株式会社、株式会社アーネストワン及びアイディホーム株式会社の６社

間で、平成24年12月25日に締結した「経営統合に関する基本合意書」に基づき、平成25年６月27日に「統合契約

書」を締結するとともに、共同で「株式移転計画書」を作成したことによるものであります。  

  また、同臨時株主総会において、本共同株式移転の効力が発生することを条件として、下記のとおり決算期の

変更を決議いたしました。 

(1)決算期変更の内容 

現   在 毎年１月31日 

 変 更 後 毎年３月31日  

     効力発生日 平成25年11月１日 

(注)当該決算期変更に伴い、第47期は、平成25年２月１日から平成26年３月31日までの14ヶ月決算となる予

定です。 

(2)決算期変更の理由 

   本共同株式移転により新たに設立する共同持株会社の決算期は３月末日を予定しているため、本企業結合

において取得企業となる当社の決算期を３月末日に変更することといたしました。 

  

  

    

 平成25年９月９日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

（１）配当金の総額…………………… 百万円 

（２）１株当たりの金額…………………………………60円00銭 

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成25年９月30日 

（注）平成25年７月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

（１株当たり情報） 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年２月１日 
至 平成24年７月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年２月１日 
至 平成25年７月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 256 46 円 銭 352 19

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  7,325  10,059

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  7,325  10,059

普通株式の期中平均株式数（千株）  28,562  28,562

（重要な後発事象） 

２【その他】 

1,713
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている一建設株式

会社の平成25年２月１日から平成26年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成25年５月１日

から平成25年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年２月１日から平成25年７月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの

基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、一建設株式会社及び連結子会社の平成25年７月31日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

強調事項  

 重要な後発事象に記載されているとおり、平成25年８月30日開催の臨時株主総会において、一建設株式会社、株

式会社飯田産業、株式会社東栄住宅、タクトホーム株式会社、株式会社アーネストワン及びアイディホーム株式会

社による共同持株会社設立のための株式移転計画が承認されている。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

      平成25年９月12日

一建設株式会社       

取締役会 御中       

  新日本有限責任監査法人 

        

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 井村 順子  ㊞ 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 石黒 一裕  ㊞ 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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